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トルコリラは6月以降、概ね横ばいで推移しています。

隣国シリアとの緊張が高まった10月初めにはトルコリ

ラの変動率が高まったものの、現時点においては、シ

リアの情勢が為替相場に与える影響は限定的です。

18日の海外終値では対米ドルで、１米ドル=1.80リラ、

対円で1リラ=44.11円程度となっています。

出所：Bloomberg、トルコ中央銀行

10月18日、トルコ中央銀行は金融政策決定会合で、

政策金利である１週間物レポレートを5.75%、翌日物

借入金利を5%に据え置く一方、翌日物貸出金利を

0.5%引き下げ、9.5%とすることを決定しました。翌日

物貸出金利の引き下げは2か月連続となりました。

中銀は昨年10月以降、政策金利よりも、翌日物借入

金利を下限、翌日物貸出金利を上限とした銀行間金

利の誘導に重点をおいた金融政策を行っています。

中銀は貸出金利の引き下げによって、減速傾向にあ

る国内経済の下支えを図ったものと思われます。

発表された声明文では、上限と下限の金利幅の縮小

などが金融安定化を支えるとして、必要ならば今後も

同様の政策を行う可能性があると述べ、追加緩和の

可能性を示唆しました。
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トルコの金融政策について

＜実質的な金融緩和を決定＞ ＜トルコ政策金利等の推移＞
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2010年5月、政策金利を
翌日物借入レートから1週
間物レポレートに変更

8月の鉱工業生産は前年比+1.2%と前月（同+3.3%）

から悪化し、トルコ経済は減速傾向が続いています。
また、9月の消費者物価指数は前年比+9.2%と前月

（同+8.9%）から上昇しており、中銀の政策目標を上回

る状態が続いています。ただし、中銀は10月以降はイ

ンフレ率が低下する見通しを示しています。

トルコリラについては、国内経済の要因に加え、地政

学リスクの高まりなどが懸念材料として考えられます。

しかしながら、経常赤字額が順調に減少していること、

金利水準が相対的に高いことなどが下支え要因となり、

トルコリラは底堅く推移することが期待されます。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％（但し、

最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外

国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがありま
す。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等

による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこと

ができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり

ます。 

 債券を当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入対価・売却対価）
のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上

下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、

為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者ま

たは元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれらに関する外

部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信
託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等

による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等
書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開
示が行われていないものもあります。 
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